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特 集 

 安心して生きていける『社会保障・福祉制度』改革の展望と福祉人材の確保～平成 29 年度 福

祉ビジョン 21 世紀セミナー 
 

 日本・韓国・台湾の民間社会福祉関係者が共通する課題や取組みについて経験・知識を共有、交

流をはかる～第 22回日本・韓国・台湾民間社会福祉代表者会議（大阪） 
 

Topics 

 保育分野の現状や、保育士等キャリアアップ研修における各保育組織の取組みについて、認識を共

有～全国保育組織正副会長等会議 
 

 福祉サービスの質の向上、支援課題の解決等、改善活動事例を発表し福祉施設相互の研さんを

積む～第 28回「福祉 QC」全国発表大会 
 

 養育・支援の専門性とチームリーダーとしての資質の向上をはかる～第6回乳児院上級職員セミナー 
 

 地域共生社会の実現を見据え、地域で社協が果たすべき役割を再考する～平成 29 年度地域の

福祉力セミナー 
 

 利用者の安心と安全をまもる適切なサービス提供の実現のために～初級リスクマネジャー養成講座

2017 
 

 日本の社会福祉制度や社会福祉施設における実践等を学び、ネットワークをより強化する～2017

年度修了生フォローアップ研修を実施 

 

社会保障・福祉政策情報 
インフォメーション 

利擁護・虐待防止セミナー、職場研修担当者研修会 
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■ 安心して生きていける『社会保障・福祉制度』改革の展望と福

祉人材の確保～平成29年度 福祉ビジョン 21世紀セミナー 
 

全社協は 11 月 29～30 日、平成 29 年度 福祉ビジョン 21 世紀セミナーを開催し、

社会福祉法人・施設、社会福祉協議会等の役員等を中心に 200 名余のご参加をいた

だきました。 

本セミナーは、これまで「社会福祉トップセミナー」と称し、時局の重要テーマを取り

あげ、社会福祉法人・福祉施設、社協等の役員・幹部職員を対象に、全国の福祉関

係組織がともに取組むべき重要課題の共有と理解を深めていくことを目的として開催

しています。昨年度からは、名称を「福祉ビジョン 21 世紀セミナー」と改め、今回で 28

回目の開催となりました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

今日、一億総活躍社会の実現に向けて、経済・財政の再生とともに、成長と分配の

好循環として、持続可能な社会保障・福祉制度改革や働き方改革が総合的にすすめ

られています。一方、少子高齢化、人口減少を背景に保育や介護の量的整備に必要

とされる福祉人材の確保が喫緊の課題となっています。 

そこで今回は、わが国におけるこれからの社会保障・福祉制度のあり方を展望する

とともに、福祉分野における質の向上のための福祉人材の確保、育成、定着の一層の

取組強化をねらいとし「安心して生きていける『社会保障・福祉制度』改革の展望と福

祉人材の確保」をテーマに1日目に3つの講演と2日目にシンポジウムを行いました。 

 

特 集 

セミナーの様子 
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はじめに、講演Ⅰ「社会保障制度を将来世代に伝え

る」では、清家 篤 氏（慶応義塾学事顧問・慶應義塾大

学 商学部 教授／全国社会福祉協議会 顧問）より、

社会保障制度の現状と課題及び福祉関係者が果たす

べき役割等についてご講演いただきました。とくに、持続

可能な社会保障制度の実現のためには、働く意志のあ

る高齢者や女性の労働力率をあげていくことにあるとし、

そのための就労を促進する制度改革、とりわけ恒久財源

による子育て支援や保育サービスの質と量充実等の政

策が必要である等のお話をいただきました。 

講演Ⅱ「地域包括ケアシステムにおける介護の連携と

認知症の人々の支援」では、遠藤 英俊 氏（国立研究

開発法人 国立長寿医療研究センター 長寿医療研修

センター長）より、地域包括ケアシステムのなかで、認知

症の人々を地域で支えるための医療と介護の連携体制

や課題についてご講演いただきました。認知症対策の柱

として在宅医療連携や認知症ケアパスをとりあげ、地域包

括ケアを実現するために福祉関係者が果たすべき生活

支援、家族支援等についてお話しいただきました。 

講演Ⅲ「子どもの求めるもの、こころの居場所」では、村瀬 

嘉代子 氏（一般財団法人 日本心理研修センター 理事長）

より子どもを取りまく今日的課題と、子どもの育みや関係性の

重要性について、長きに渡る臨床心理の研究を踏まえご講

演いただきました。とくに、家庭養育、社会的養育を問わず、

子どもの育ちを社会全体で支えていく必要性や児童福祉関

係者に求められる養育の質や養育者に求められることにつ

いてお話しいただきました。 

シンポジウムでは、「喫緊である福祉人材確保・養成・定着と福

祉サービスの質の向上の取組」と題し、コーディネーターの猪熊 

律子 氏（読売新聞 東京本社 編集委員）、シンポジストあわせ

6名の実践者、研究者にご登壇いただきました。 

荒井 惠一 氏（社会福祉法人 八尾隣保館 理事長）から

は、介護現場で取組む、地域の事業者と連携した介護人材確

保・定着の実践及び魅力ある職場づくりについてお話しいただき

講演する清家 篤氏 

講演する遠藤 英俊氏 

講演する村瀬 嘉代子氏 

コーディネーターの

猪熊 律子氏 
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ました。 

大原 裕介 氏（社会福祉法人 ゆうゆう 理事長）からは、共生型支援、地域にお

ける担い手の創出及び若手職員を中心とした独自の人材確保への取組みについてご

紹介いただきました。 

金子 恵美 氏（日本社会事業大学 社会福祉学部 教授）からは、子ども・子育て

をめぐる政策動向と保育実践の課題を踏まえ、保育士等の養成機関及び児童福祉関

係者が果たすべき役割についてお話しいただきました。 

塚田 典子 氏（日本大学 商学部 教授）からは、外国人介護労働者受入れの目

的と実態、今後の展望について、調査・研究や外国事例との比較考察を通じ、お話し

いただきました。 

井上 剛伸 氏（国立障害者リハビリテーションセンター研究所 福祉機器開発部長）

からは、介護における ICT・ロボット技術開発の現状と課題について、福祉現場の需要

を踏まえた開発の必要性をお話しいただきました。 

最後にコーディネーターの猪熊氏から、福祉人材の確保・定着については、福祉の

仕事の専門性をより「見える化」していくことが必要ではないか。また、福祉サービスを

利用する人や働く人にとって福祉の職場が「面白い」とか「役に立つ」場所であることが

魅力的な職場であることにつながっていくのではないか、とのまとめがありました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 日本・韓国・台湾の民間社会福祉関係者が共通する課題や取

組みについて経験・知識を共有、交流をはかる～第 22 回日

本・韓国・台湾民間社会福祉代表者会議（大阪） 
 

「第22回日本・韓国・台湾民間社会福祉代表者会議」を12月6～7日、大阪市にて開

催し、日本は斎藤 十朗全社協会長をはじめ47名、韓国12名、台湾26名の計85名が

シンポジスト：左から荒井氏、大原氏、金子氏、塚田氏、井上氏 
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参加しました。 

この会議は、地域的に近く、福祉を取りまく環境も近い日本・韓国・台湾の民間社会

福祉関係者が共通する課題や取組みについて経験や知識を共有するとともに、互い

の交流を目的として、1996（平成8）年より3ヵ国が順に開催国となって毎年開催されて

いるものです。 

第22回会議はテーマを「北東アジアにおける『生活困窮/貧困』」として開催し、初日

の12月6日は、上野谷 加代子 氏（同志社大学 社会福祉学部 教授）をモデレー

ターに迎え進行し、宮本 太郎 氏（中央大学 法学部 教授）の基調講演のあと、各

国から生活困窮と貧困の状況について報告が行われました。その後、各国の事例報

告があり、日本からは岡山県総社市社会福祉協議会 佐野 裕二事務局長が報告を

行いました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

2日目は、「大阪セミナー」と題して、日本の中でも生活困窮者支援に積極的に取組

んできた大阪の状況を基調講演として水内 俊雄 氏（大阪市立大学 大学院 教授）

にご講演いただき、その後、みなと寮、八尾隣保館から社会福祉施設と社会福祉協議

会が連携・協働してすすめている2つの実践を報告いただきました。 

午後は、大阪自彊館とみおつくし会を訪問し、あいりん地区の生活困窮者支援活動、

母子生活支援施設を拠点としたこども食堂や子どもの学習支援活動に触れました。韓

国・台湾の参加者からは、日本の生活困窮者支援活動について多くの質問が出され

るとともに、対応策などについて活発に意見交換が行われました。 

交流夕食会では、3ヵ国のメンバーが小グループになり大阪の味を楽しみながら交

流を深めました。 

  

韓国：ボソン郡社会福祉協議会の発

表の様子 

パネル討議の様子 
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■ 保育分野の現状や、保育士等キャリアアップ研修における各保

育組織の取組みについて、認識を共有～全国保育組織正副

会長等会議 
12 月 7～8 日、全国保育協議会（会長 万田 康）は、全国保育組織正副会長等会

議を 163 名の参加者を得て開催しました。 

保育・子育て支援関係者には、子ども・子育て支援に関する制度動向の把握と、課

題への適切な対応とともに、都道府県が実施主体となっている「保育士等キャリアアッ

プ研修」の受講体制構築に向け、主体的に対応することが必要不可欠となっています。 

本年の会議は、保育に携わる各地域の代表者である都道府県・指定都市保育組織

（保協）の正副会長が一堂に会し、上記の全国的な課題を協議することを目的として

開催しました。会議の結果を踏まえ、全保協会員に求められる役割や責務に関する周

知とともに、各地の保育を取りまく様ざまな課題と認識を共有し、保育制度全体の発展

につなげることもねらいとしています。 

会議初日には、厚生労働省 子ども家庭局 保育課 鈴木 義弘 課長補佐から

「保育分野の現状と取組について」と題し、各種の待機児童対策や処遇改善策、平成

30 年度保育関係予算概算要求の内容等を中心として、行政説明がありました。 

その後、各ブロックに分かれての分散会では、保育士等キャリアアップ研修の実施

に向けた都道府県・指定都市保育組織（保協）での検討状況や、研修実施体制の整

備に向けた連携体制の構築をめざすための各種方策等について、状況の共有と協議

をすすめました。 

2日目には、報告として、各分散会の協議結果を参加者全体に共有し、今後の全保

協組織としての活動の方向性を整理しました。 

万田会長は、「保育制度が大きく変動している今だからこそ、積極的な取組みの推

進と情報を広く発信し、我われの取組みをより深く国民の皆さまに知っていただくこと

が必須である」と述べ、会議のまとめをしています。 

 

 

 

 

 

 

Topics 
 

会議の様子 
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■ 福祉サービスの質の向上、支援課題の解決等、改善活動事例

を発表し福祉施設相互の研さんを積む～第 28 回「福祉 QC」

全国発表大会 
 

日本福祉施設士会（会長 髙橋 紘）は、11月 27～28日、第 28回「福祉QC」全国

発表大会を開催し、全国から 127 名が参加しました。 

本大会は、QC（Quality Control）活動の手法を用いながら、福祉サービスの質の向

上や支援課題の解決などの改善活動の事例を発表し、福祉施設相互の研さんを積む

ことを目的に開催しています。 

1日目は、全国から 28サークルが4会場に分かれて発表を行いました。介護職員、

保育士、看護職、栄養士、調理員、相談員などで構成された QC サークルのメンバー

が、現状の把握や課題の分析を「見える化」したスライドや動画を用いて紹介し、取組

みの成果や手法に対して日本福祉施設士会「福祉 QC」全国推進委員による講評が

行われました。 

2 日目は、各会場で選定された「優秀賞」受

賞サークルが全体発表を行い、参加全サーク

ルと推進委員、外部講師による投票の結果、福

島県の救護施設「郡山せいわ園」のサークル名

「せいわガンバローズ」の発表「バイバイ！食べ

こぼし～おいしくきれいに食べよう～」が、最優

秀賞を受賞しました。 

全体講評を行った一般財団法人 日本科学

技術連盟嘱託の尾辻 正則 氏からは、QC の

手法による研究のすすめ方についてのポイント

を解説しながら、参加者の取組みのさらなる発展に期待が述べられました。 

 

 

■ 養育・支援の専門性とチームリーダーとしての資質の向上をは

かる～第 6回乳児院上級職員セミナー 
 

全国乳児福祉協議会（会長 平田 ルリ子）は 11 月 29 日～12 月 1 日、第 6 回乳

児院上級職員セミナーを開催し、全国の乳児院から 105 名の参加がありました。 

優秀賞受賞サークルによる発表 
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本セミナーは、乳児院経験が概ね 7年以上の上級職員等を対象に、乳幼児の養育

や家族の支援に関する専門的知識・技術の習得と、チームリーダーとしての資質向上

を目的として毎年開催しているものです。 

今年度のセミナープログラムでは、①チームアプローチとスーパービジョン、②リラク

ゼーション法とメンタルヘルス、③妊娠期から子育て期にわたる切れ目のない支援、

④乳児院におけるアタッチメント（愛着）―を取り上げました。 

参加者は、大学やクリニックからの講師の講義により各テーマに関する理解を深め

るとともに、演習では提示されたケース等をもとに日頃の養育・支援を振り返って活発

な意見を交わしていました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

■ 地域共生社会の実現を見据え、地域で社協が果たすべき役割

を再考する～平成 29年度地域の福祉力セミナー 
 

全社協・地域福祉推進委員会（委員長 川村 裕）は、12 月 1 日、小地域福祉活動

に取組む多様な主体の実践交流を目的とした「全国校区・小地域福祉活動サミット in 

NIKKO」（主催：第 11 回全国校区・小地域福祉活動サミット in NIKKO 実行委員会／

日光市社会福祉協議会）に引き続き、平成29年度地域の福祉力セミナーを栃木県日

光市で約 150 名の参加者を得て開催しました。 

本セミナーは、住民自らが地域の福祉力を育み、地域福祉課題の解決に取組むプ

ロセスをいかに社協がサポートできるかを研究･協議するため、全国校区・小地域福祉

活動サミットの開催と合わせて平成 19 年から毎年開催しています。 

冒頭、全社協・地域福祉部より、今後示される予定となっている「市町村地域福祉計

画・都道府県地域福祉支援計画」の策定ガイドラインの動向や、社協が取組む地域福

祉活動計画の意義等について基調説明を行いました。 

乳児院におけるスーパービジョン活用の課題に関するグループワーク 
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その後、住民の気づきを支援し、小地域福祉活動の取組みにつなげることを目的に

「小地域における地域福祉活動計画の策定を考える～住民が主体の地域福祉活動

の推進～」をテーマとするシンポジウムを行いました。 

栃木県・那須町社会福祉協議会の山口 貴志

地域福祉係長、茨城県・常陸太田市社会福祉協

議会の多賀谷 豊臣地域づくりグループ長からは、

住民自身に自分の地域について考えてもらえるよ

う働きかけるプロセスや、今後の目標を住民が小

地域福祉活動計画としてまとめる取組みについて

ご紹介いただきました。また、岡山県社会福祉協

議会・地域福祉部の吉田 光臣副部長からは、市

町村社協とともに小地域福祉活動について考える

「小地域福祉活動推進研究会」の取組みをご紹介いただきました。 

3 名からの発表を受け、コーディネーターの関西学院大学教授の藤井 博志 氏か

らは、小地域福祉活動計画はコミュニティワークのプロセスであること、地域の福祉力

を高めるためには地域生活課題を発見する力、その課題について話し合う力、協働し

て解決する力、地域の将来を描く力を住民自身が考え、養わなければならないとのま

とめがありました。 

本年度のセミナーは各社協の取組みを通し、地域共生社会の実現を視野に置きな

がら、これからの地域で社会福祉協議会が果たすべき役割を再考することで、地域の

福祉力を高めていくためのヒントを学ぶ場となりました。 

 

 

■ 利用者の安心と安全をまもる適切なサービス提供の実現のた

めに～初級リスクマネジャー養成講座 2017 
 

全国社会福祉法人経営者協議会（会長 磯 彰格）では、10月 30～31日（前期）

および 12月 4～5日（後期）に、東京都内にて「初級リスクマネジャー養成講座 2017」

を開催しました。 

本講座は、利用者の安心と安全をまもる適切なサービス提供を実現することを福

祉サービスにおけるリスクマネジメントの主眼と位置づけ、サービスの質を高める取

組みとして、サービス提供プロセスにおける中心的な役割を担い、法人内のマネジ

メント層と施設・事業所の職員、あるいは施設内外のコミュニケーションの結節点とな

る「リスクマネジャー」に必要とされる幅広い知識、手法等の習得をめざし、毎年開催

しています。 

セミナー「シンポジウム」の様子 
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プログラムは、前期・後期の受講

と自法人・施設での実践の振り返り

を参加者で共有し、福祉サービス

におけるリスクマネジメントの基本

的な考え方や具体的なツールの活

用方法等の実践力を身につける内

容で構成され、本年度は 197 名の

受講者が本講座を修了しました。 

 

 

 

 

■ 日本の社会福祉制度や社会福祉施設における実践等を学び、

ネットワークをより強化する～2017 年度修了生フォローアップ

研修を実施 
 

全社協では、アジア社会福祉従事者研修の修了生が、あらためて日本の社会福祉

制度や社会福祉施設における実践等を学び、日本の社会福祉関係者とのネットワー

クをより強化することをはかるとともに、修了生自身の資質の向上を目的として『修了生

フォローアップ研修事業』を実施しています。今年度は、ソムチャイさん（タイ 4 期）とナ

ンダンさん（インドネシア 23 期）の 2 名を招聘しました。 

ソムチャイさんは「自然災害発生時における

障害者の被災リスク軽減の手法と防災・減災の

ためのプログラムを学ぶ」というテーマで研修を

行いました。研修を通して、地域のどこに支援を

必要としている人が住んでいて、どのような支援

のニーズがあるのかを把握することの重要性、

福祉避難所の設置、福祉機器の活用、関係団

体間の協力・調整の必要性等を学びました。 

タイでは長期間におよぶ避難所や

仮設住宅での生活が想定されておらず、

研修前は被災後の生活を重要視していな

かったそうです。しかし、研修を通して、事

前の備え、災害発生時の対応、そしてそ

の後の安心安全な生活の確保を同じ比

重で考えておくことが重要であるとの視座

障害者がともに暮らせる地域創生館での

活動の様子 

研修報告の様子（ソムチャイ氏） 

講義の様子 
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を得たと報告がありました。 

ナンダンさんは「発達障害のある子どもたちなら

びにその家族に対する、主として地域を基盤とす

る福祉サービスならびにケア・療育等について学

ぶ」というテーマで研修を行いました。インドネシ

アでは、地域における障害児の状況を把握するこ

とが非常に難しく、適切な支援が行き届かないと

いった課題意識から研修に臨みました。 

研修では、発達障害についての基本的な知識

を学ぶとともに、相談事業、保護者向け勉

強会、医療と福祉の協働の実践から、障害

のある子どもがいる家族が集まってともに学

び合うこと、相談を通して医療や福祉の専

門家と積極的に接点を持つことが、障害児

とその親の孤立を防ぐ手立てになるのでは

ないかと今後の活動にヒントを得たと報告が

ありました。 

研修先一覧 

研修生 研修先 研修期間 

ソムチャイさん 

（タイ 4 期） 

一般社団法人 障害者がともに暮らせる地域創生館（熊本

県益城町） 

社会福祉法人 愛隣園 障害者支援施設 愛隣館（熊本

県山鹿市） 

阪神・淡路大震災記念 人と防災未来センター（兵庫県神

戸市） 

特定非営利活動法人 ゆめ風基金（大阪府大阪市） 

認定 NPO 法人 ディーピーアイ日本会議（東京都千代田

区） 

社会福祉法人 荒川区社会福祉協議会（東京都荒川区） 

JDF 災害総合支援本部（東京都新宿区） 

特定非営利活動法人 しんせい（福島県郡山市） 

15 日間 

ナンダンさん 

（インドネシア

23 期） 

社会福祉法人 旭川荘（岡山県岡山市） 29 日間 

  

研修の様子：社会福祉法人旭川荘（岡山市） 

研修報告の様子（ナンダン氏） 
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■ 【財務省】平成 30年度予算の編成等に関する建議【11 月 29日】 

平成30年度予算においても歳出改革の「目安」を遵守し、一般歳出の伸びを5,300

億円以下、そのうち社会保障関係費の伸びを 5,000 億円以下に抑える必要があるとさ

れた。介護報酬改定については、保険料負担の増加を抑制するため、平成29年度臨

時改定（処遇改善）とセットで考えるべきであり、一定程度のマイナスが適当とした。 

http://www.mof.go.jp/about_mof/councils/fiscal_system_council/sub-

of_fiscal_system/report/zaiseia291129/index.html 
 

■ 【内閣府】第 9回成年後見制度利用促進委員会【12 月 1日】 

成年被後見人等の権利制限（いわゆる欠格条項）の見直しについて、これまでの議

論を整理した「議論の整理（案）」について意見交換等を行った。 

http://www.cao.go.jp/seinenkouken/iinkai/9_20171201/siryo_9.html 

 

■ 【内閣府】新しい経済政策パッケージ【12 月 8日】 

政府は「人づくり改革」を中心とした新しい政策パッケージを閣議決定した。3～5 歳

児の幼児教育の無償化や介護福祉士の月額平均 8 万円相当の処遇改善等が盛り込

まれた。 

http://www5.cao.go.jp/keizai1/package/package.html 

■ 【自民党】平成 30年度税制改正大綱【12 月 14日】 

社会福祉法改正後の、生計困難者のために無料又は低額な料金で簡易住宅を貸

し付け、又は宿泊所にその他の施設を利用させる事業について、社会福祉法人が社

会福祉事業の用に供するために取得する不動産に係る所有権の移転登記等に対す

る登録免許税の非課税措置の適用等が盛り込まれた。 

https://www.jimin.jp/news/policy/136400.html 

※ 政策の動きや審議会等の会議情報、厚生労働省新着情報等をお知らせします。 

 

 

 

 

 

詳細につきましては、全社協・政策委員

会サイト内「社会保障・福祉政策の動向

と対応」をご覧ください。 

http://zseisaku.net/ 
 

社会保障・福祉政策情報 

政策動向 

http://www.mof.go.jp/about_mof/councils/fiscal_system_council/sub-of_fiscal_system/report/zaiseia291129/index.html
http://www.mof.go.jp/about_mof/councils/fiscal_system_council/sub-of_fiscal_system/report/zaiseia291129/index.html
http://www.cao.go.jp/seinenkouken/iinkai/9_20171201/siryo_9.html
http://www5.cao.go.jp/keizai1/package/package.html
https://www.jimin.jp/news/policy/136400.html
http://zseisaku.net/
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■ 第 154回社会保障審議会介護給付費分科会【12 月 1日】 

平成 30 年度介護報酬改定に向けた居宅介護支援、運営基準に関する議論。 

http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000186701.html 

■ 生活保護制度に関する国と地方の協議【12 月 5日】 

生活保護制度に関する国と地方の協議のとりまとめ。無料低額宿泊所開設・運営に

あたっての規制の強化、生活保護世帯の子どもの大学等進学支援、被保護者就労準

備支援事業等が今後制度見直しの際とくに留意すべき事項として挙げられた。 

http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000186846.html 

 

■ 被保護者調査（平成 29年 9月分概数）【12 月 6日】 

被保護実人員は 212 万 5,803 人となり、前月より 1,400 人減少し、対前年同月と比

べると、19,311 人減少した。被保護世帯は 164 万 2,273 世帯となり、前月より 35 世帯

増加し、対前年同月と比べると、5,371 世帯増加した。 

世帯類型別でみると、対前月・対前年同月では、高齢者世帯（特に単身世帯）の数

は増加し、高齢者世帯を除く世帯の数は減少した。 

http://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/hw/hihogosya/m2017/09.html 

 

■ 第 155回社会保障審議会介護給付費分科会【12 月 6日】 

平成 30 年度介護報酬改定に向けた訪問介護、定期巡回・随時対応型訪問介護看

護に関する議論。 

http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000187139.html 

 

■ 第 16回「障害福祉サービス等報酬改定検討チーム」【12 月 7日】 

共生型サービスにかかる報酬・基準、福祉・介護職員処遇改善加算の見直し等に

関する議論。 

http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000187128.html 

厚生労働省新着情報より 

http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000186701.html
http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000186846.html
http://www.mhlw.go.jp/toukei/saikin/hw/hihogosya/m2017/09.html
http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000187139.html
http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000187128.html
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■ 第 35回社会保障審議会生活保護基準部会【12 月 8日】 

生活扶助基準及び有子世帯の扶助・加算の検証に関する議論。 

http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000187366.html 

 

■ 平成30年度障害福祉サービス等報酬改定の基本的な方向性について【12月8日】 

平成 30 年度障害福祉サービス等報酬改定の基本的な方向性が示された。具体的

な改定内容については、介護報酬における対応等を踏まえつつ、予算編成過程を経

て決定される。 

http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000187494.html 

 

■ 第 10回子ども家庭福祉人材の専門性確保ワーキンググループ【12 月 8日】 

新しい社会的養育ビジョンを受けた児童相談所及び一時保護の見直しについて議

論され、一時保護ガイドラインの案が示された。 

http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000187569.html 

 

■ 第 11 回社会保障審議会「生活困窮者自立支援及び生活保護部会」【12 月 11 日】 

これまでの議論を踏まえた報告書案が示され、一部修正等については、宮本太郎

部会長に一任された。 

http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000187587.html 

 

■ 「社会福祉法に基づく市町村における包括的な支援体制の整備に関する指針」及び

「地域共生社会の実現に向けた地域福祉の推進について」通知【12 月 12日】 
 

地域力強化検討会の最終とりまとめ等を踏まえた指針及び通知。 

http://wwwhourei.mhlw.go.jp/hourei/doc/hourei/H171213Q0020.pdf (指針) 

http://wwwhourei.mhlw.go.jp/hourei/doc/tsuchi/T171213Q0010.pdf (通知) 

  

http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000187366.html
http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000187494.html
http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000187569.html
http://www.mhlw.go.jp/stf/shingi2/0000187587.html
http://wwwhourei.mhlw.go.jp/hourei/doc/hourei/H171213Q0020.pdf
http://wwwhourei.mhlw.go.jp/hourei/doc/tsuchi/T171213Q0010.pdf
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全社協の新刊・月刊誌 

 

出版部で発売した図書と月刊誌の特集をご案内いたします。いずれの書籍も読者

の関心が高いテーマや重要な課題をとりあげています。関係者皆様への周知にご協

力くださるようお願いいたします。 

 

●特集「地域とつながる就労支援」 

『月刊福祉』1月号 

地域とつながりながら就労支援をしている様ざまな

実践事例などをもとに、地域共生社会の実現に向け

た社会福祉関係者の取組みについて考えます。 

 

【対談】 

「町民全てが生涯現役を実践する事業」への挑戦 

菊池 まゆみ氏（社会福祉法人藤里町社会福祉協議

会会長） 

後藤 千恵氏（NHK 放送文化研究所副部長、NHK

解説委員、『月刊福祉』編集委員） 

 

【論文Ⅰ】 

農福+α連携による「里マチ」づくり 

―共生社会のカタチ 

濱田 健司（一般社団法人 JA 共済総合研究所主任研究員、全国農福連携推進協

議会会長） 

 

【レポートⅠ】 

個別ニーズに対応した就労支援の取り組み 

社会福祉法人南国市社会福祉協議会〔取材：編集部〕 

 

【レポートⅡ】 

自治体と連携した就労支援の取り組み 

社会福祉法人トマトの会〔取材：編集部〕 

図書・雑誌 
詳細につきましては、出版部ホームページをご覧く

ださい。 

https://www.fukushinohon.gr.jp/ 

↑画像をクリックすると図書購入 

ページにジャンプします。 

https://www.fukushinohon.gr.jp/esp.cgi?_file=book2940&_page=_index&_page2=contents&_page3=detailbook&_sys_id=2940&_class=120101&_category=03359
https://www.fukushinohon.gr.jp/
https://www.fukushinohon.gr.jp/
https://www.fukushinohon.gr.jp/
https://www.fukushinohon.gr.jp/
https://www.fukushinohon.gr.jp/
https://www.fukushinohon.gr.jp/
https://www.fukushinohon.gr.jp/
https://www.fukushinohon.gr.jp/
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【レポートⅢ】 

明石市の更生支援に関する取り組み 

青木 志帆（明石市福祉局福祉政策室障害者・高齢者支援担当課長、弁護士） 

 

【論文Ⅱ】 

生活困窮者自立支援制度における就労支援と地域づくりの展開 

新保 美香（明治学院大学社会学部教授） 

（12 月 6 日発売 定価本体 971 円税別） 
 
 
 
 

●特集「こう変わった！『保育指針』『教育・保育要領』」 

『保育の友』1月号 

2017（平成29）年 3月に告示された「保育所保育指

針」「幼保連携型認定こども園教育・保育要領」。各園

では研修会などを通じて、2018年（平成 30）年 4月か

らの施行に向けた準備がすすめられているところだと

思います。 

そこで、改定の方向性を踏まえ、これまでの保育指

針、教育・保育要領から変更されたこと、新たに示さ

れた内容を具体化し、実践に結びつけていくために

必要なポイントについて、東京大学大学院 教授 秋

田 喜代美先生に、インタビュー形式で伺いました。 

また、今回の改定の内容をどのように受けとめてい

るのか、そして、今後の実践にどう活かしていくのかに

ついて、現場のかたから発信していただきました。 

質の高い保育・教育の実現に向けて、園・保育者

が取組むべきことについて考えます。 

 

（12 月 8 日発売 定価本体 581 円税別） 

【問合せ先：出版部 TEL 03-3581-9511】 
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